
（別紙１） 

 
 

【実施状況のご回答に当たっての留意事項】 

 

１ 御回答いただく箇所は、別添（エクセルファイル）内の「実践的な消費者教育の実

施内容」（Ｌ～Ｐ欄）及び「授業実施日」（Ｑ～ＡＦ欄）です。 

 

 ◆実施、未実施の基準については、別紙２【実績の基準】を御参照ください。 

 ◆「実践的な消費者教育の実施内容」（Ｌ～P欄）の記載方法について 

 ・L欄：消費者教育教材として「社会への扉」を使用した場合は「〇」未使用の場合

は「×」をプルダウンメニューから選択。 

・Ｍ欄：消費者教育教材として「社会への扉」以外の地方公共団体等の作成教材を使

用した場合は「〇」、未使用の場合は「×」をプルダウンメニューから選択。 

・Ｎ欄：上記以外の教材を使用した場合に、プルダウンメニューから、該当するもの

を選択。 

 ・Ｏ欄：Ｎ欄で「その他」を選んだ場合に、「活用した教材名」を必ず記載。 

 ・Ｐ欄：消費者相談センター等の外部講師による出前講座を実施した場合は「〇」未

実施の場合は「×」をプルダウンメニューから選択。 

 ◆「実践的な消費者教育の実施日」（Ｑ～ＡＦ欄）には、「〇月〇日」と実施日を記入

してください。実施月が複数ある場合や日付まで特定できない場合などは、「〇月

頃」等でも構いません。調査日時点で「実施予定」の場合は、その旨を記載して

ください（後日実施の有無を確認いたします。）。実践的な消費者教育の実施日の

記載は必須です。必ず記入してください。 

 

２ Ｃ～Ｋ欄で、令和２年 10月５日付け「令和３年度（2021年度）における「社会へ

の扉」の必要部数について（照会）」に対する各都道府県からの回答等を転記してお

ります。 

  高等学校等の新設統廃合などによる学校名等の変更がある場合には、行の削除また

は追加の上、修正願います。なお、削除する場合は、取り消し線による削除履歴を残

していただく必要はございません。 

  また、当庁ホームページ等から個別に「社会への扉」の冊子をお申込みいただいた

学校についても、赤字で必要部数等を記載しております。 

記入に当たり、セルの結合はしないよう にお願いいたします。 

 

３ 別添（エクセルファイル）内のＡ欄「学校数」の末尾の数字を、域内の学校数と判

断します。 

 域内の学校数の計上方法（例えば、本校と分校をまとめて１校として計上するか、

分けてそれぞれ１校ずつとして計上するかなど）については、各都道府県の御判断に

委ねます。 

  この点について、活用実績を、〔活用校数／域内学校数〕の割合でも算出 すること

をあらかじめ御留意ください。 

 

４ 回答案の事前確認を行うなど教育委員会等の教育担当部局との連携を密に準備を

進めるとともに、貴都道府県にて実施している出前講座等の実践的な消費者教育の実

績とも照合したうえで、ご回答いただきますようお願いいたします。 

以上 


